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男女平等の取り組み 
～「自分らしく」が大切にされる　　　　 
　社会の実現を！～	
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自己紹介	

 
l  1977年　東京都に就職　 

　《最初の職場》福祉局（現：福祉保健局）東村山福祉園 
　《現在の職場》福祉保健局総務部総務課　　　　　　　　　　　　　　　

 　　　　　　　　統計調査係（都庁第1庁舎22階） 
　　（仕事の内容） 
東京都の福祉保健に係る国及び東京都の統計数値の取り
纏めと公表	
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東京都の概況	

¢  知事部局 	

　　   知事本局 青少年・治安対策本部 総務局 

財務局 主税局 生活文化局 オリンピック・

パラリンピック準備局 都市整備局 環境局 

福祉保健局 病院経営本部 産業労働局 中

央卸売市場 建設局 港湾局 会計管理局 

東京消防庁	

	

¢  公営企業局	

　　 交通局 水道局 下水道局 	



¢  行政委員会	

　　    教育委員会[教育庁] 選挙管理委員会 

人事委員会 監査委員[監査事務局] 公安

委員会[警視庁] 労働委員会 収用委員会	

 

¢  議決機関	

　　 議会局 	

¢  東京都職員総数　16万5千人 

¢  東京都庁舎（知事部局、議会・行政委員会、教育庁、公
営企業）での職員数及び女性比率　（2013年4月1日現
在）	

　　　・総職員数　　　42,739人 
（男性　26,251人　女性16,488人）38.6％	

 
　　　・管理職員数　　　3,071人 
（男性　2,504人　女性　 567人）18.5％	

 
　　　・係長職員数　　　9,627人 
（男性　6,709人　女性　2,918人）30.3％	

 
　　　・主任・主事・技能系職員数　30,041人 
（男性　17,038人　女性　13,003人）43.3％	
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《私の最初の職場について》　 
	

¢ 東村山福祉園の概要　　（1972年4月1日設立）	

¢ 重い知的障害を持ち、介助度が高く、常時医学的な配
慮を必要とする児童を対象とし児童の自立支援、行動
障害の軽減及び調和のとれた発達を図るための施設	

¢ 事業一覧	

　○指定福祉型障害児入所事業 
　○短期入所事業　 
　○生活介護事業	

　○日中一時支援事業 
　○特定相談支援事業 
　○療育相談事業	
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東村山福祉園の建物外観、利用定員・規模、 
利用者の状況	
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施設利用者の作業風景	
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知的障害児への支援「食事」「睡眠」「着替え」「排せつ」
等を通して学んだこと 

「その支援を、もし私だったら・・・特に同じ女性として、 
どう感じるか？どう思うか？どうするか？どうしてほしいか？」という疑問	

	

¢  労働組合の要求スローガン「権利としての社会福祉の確立を！」と出会う	

¢  どんなに重い障害があっても「私らしく」「当たり前」の暮らしの確立を！	

¢  労働組合の具体的な要求事項　	

¢  「同性介護」の実現を！「職員配置基準」の見直しを！	

¢  「ゆとり・豊かさ」を実感できる労働環境の充実を！	

	

¢  当時の職場の仲間の声	

　　管理された職場は管理された利用者を生む（利用者の声の代弁者）	

　　一人はみんなのために、みんなは一人のために　＝　労働組合運動の原点	

　　　　　↑	

　　　私の自治体職員として「どう働くべきか」の原点となった 
	

¢  相手（都民）の立場になって考える　	

　　　⇒　政策の企画、立案作業の上で大切なこと	

　　　⇒　制度改善作業のキーワードになる考え方	
7	



私が「働き続けて」出会った女性課題について 
≪職場の異動；東京都立保育園（3か所）、新宿本庁舎の職場　
高齢福祉部、総務部≫	

―結婚・出産・育児・介護等を担いながら働き続けるということ―　	

	

¢ 東村山福祉園の施設で暮らす子どもの母親の状況について	

¢ 障害を持つ子どもを産んだ母親ということでの罪悪感	

　（離婚、自殺、虐待、家庭内暴力等）	

8	



保育所に通う子どもの母親の状況について 
	

内閣府　男女共同参画白書　平成25年度版　第1－特－41図	

保育園の保育士として疑問に思ったこと 
　色・遊び、役割、名簿順等	
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新宿本庁舎で働く女性の働き方	

¢  働く部署の選択・実態、旧姓使用、生理休暇、計画出産、昇任、
昇格の欠格条項等の労働条件、３職種（教員、看護師、保育
士）の女性にしかなかった育児休暇制度	

¢  福利厚生の掛け金と給付	

私自身の生き方からの疑問	
　	

¢  住民票続き柄　子に統一	

	

¢  旧姓使用　→　選択的夫婦別姓の実現を求めて	

	

10	



固定的性別役割分業（分担・意識）のこれまで 
	¢  戦後、明治民法での「家」制度は廃止。	

しかし・・・	

¢  日本の高度経済成長期に、夫は仕事、妻は家事・育児等に専念という
形が広く一般化。	

¢  企業の賃金体系→家族手当等手厚いもの→専業主婦の増大（配偶者
控除、第3号被保険者等）「労働力再生産労働の担い手＝専業主婦」
の必要性 

1975年頃～　　	

¢  女性の社会進出の増加→固定的性別役割分業（分担・意識）への問
いかけの始まり。	

¢  既婚女性のパート労働増大→男女の賃金格差は先進工業国の中で
は最大。	

¢  結婚退職、子育て後の再就職という典型的なМ字型雇用の実態。 
　	

―2000年代　　共働き世帯が片働き世帯を上回る―	
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内閣府　男女共同参画白書　平成25年度版 
　　	



「固定的性別役割分業（分担・意識）」  
　　　　　　　＝　ジェンダー「社会的文化的性差」	

¢  男女の役割について固定的な観念を持つこと	

¢  長い歴史の中で作られた「女の役割、男の役割」「男は主、
女は従」等の表現	

¢  社会の女性に対する評価や扱いが差別的であること	

¢  男性は外で働き妻子を食べさせるのが当たり前、女性は家
事をこなし子どもを育てるのが役目　　	

¢  幼い頃から身につけさせられる「女らしさ・男らしさ」	

¢  女性は社会性に乏しく理性的でない、女性は生産性のない
仕事に従事しているから低賃金でも当然、	

¢  ドメスティック・バイオレンス、女性を被害者とする性犯罪やセ
クシュアル・ハラスメント事件においては、女性は必死で抵抗
するもの、という観念	

¢  男女の賃金格差等の問題	 13	



内閣府　男女共同参画白書　平成24年度版　　　　　　　　　　 
	

第1―3―17図	
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内閣府　男女共同参画白書　平成25年度版 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内閣府　男女共同参画白書　平成25年度版 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大切なことは・・・	

¢  「女だから、男だから」といった性別による固定的な役割分担・意
識の解消	

¢  「自分らしく、あなたらしく」が大切にされる社会の実現	

¢  男女が共に互いの能力を発揮し合い、喜びも責任も分かち合う
男女共同参画の重要性	

¢  1985年　　　女子差別撤廃条約批准、男女雇用機会均等法成立	

¢  1999年　　　男女共同参画社会基本法成立	

¢  2000年　　　東京都男女平等参画条例制定　　 
　　　　　　　　   都民会議の開催（樋口恵子氏）	

　　　　　　　　　 計画策定、予算化	
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「男女がともに担う自治労運動」	

¢  1990年第59回定期大会　 
　　　自治労「男女平等参画」推進の方針提起　 

¢  1995年第64回定期大会　 
　　　「男女がともに担う自治労計画」策定	

　　⇒職場・地域・労働組合内の男女平等参画の取り組み　
の推進	

　（具体的な数値目標を定める。現在は第４次計画期間） 
	

¢  2012年６月　第11回組織基本調査結果	

　・女性組合員の比率は45.2％	

　・自治体職員の３人に１人が臨時・非常勤等職員で多く
が女性	
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自治労 
「レッツ・チャレンジ　男女平等の職場づくり」作成	

　　Contents 
Ⅰ　労働時間・労働条件-仕事と生活

の両立のために	

Ⅱ　仕事と生活の両立支援制度の充実
に向けて	

Ⅲ　職場の男女平等実現とセクシュア
ル・ハラスメント対策	

Ⅳ　女性労働者の健康確保と妊産婦
保護	

Ⅴ　男女平等～「機会の平等」から「結
果の平等」へ～	

Ⅵ　臨時・非常勤等職員の労働条件	
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2014年7月2日提出した要求書	

東京都知事　舛添要一　殿　	
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都労働組合連合会　執行委員長　武藤弘道	
 
	
　　2014年職場環境改善要求書	
　　　１　セクシュアル・ハラスメント防止対策にかかわる要求	
　　　２　パワー・ハラスメント防止対策にかかわる要求	
　　　３　男女平等に関する要求	
　　　４　メンタルヘルス対策に関する要求	
	
　　2014年福祉関連要求書	
　　　１　妊娠、出産、育児にかかわる事項	
　　　２　家族の看護にかかわる事項	
　　　３　勤務の軽減・通院にかかわる事項	
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政治及び政策の企画・立案・決定の場に女性を半数に！	

¢  東京都議会議員の男女比率　　　議員総数127人、女性議員数27人	

（国政レベルの議員の男女比率　　　衆参両院国会議員総数772人、女性議員数78人）	

 
―6月18日　東京都議会一般質問―	

¢  みんなの党の女性議員が、妊娠や出産、不妊等の支援に関する発言	

¢  自民党の男性都議が「早く結婚した方がいい」との不規則発言。	

¢  この他にも「子どもを産めないのか」などの発言。	

¢  その対応を含め、国内外から強い批判の声。	

 
　―今回の一連の不規則発言について―	

l  質問を行った女性議員への人権侵害	

l  あらゆるハラスメントの根絶に率先して取り組むべき議会の場での女性に対する差別・蔑視
発言は極めて悪質	

l  日本の人権感覚が厳しく問われるとともに、国際的信用を大きく損なうもの	

 
　―今回の様な不規則発言を許す環境要因の一つとして―	

Ø  日本における女性議員の比率が極めて低い状況	

Ø  再発防止には議会改革に加えて、クオータ制の導入など、国・地方を問わず女性議員を増
やす積極的な取り組み（ポジティブアクション）が必要。	
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世界経済フォーラム　 
 2013年ジェンダーギャップ指数	
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高齢化社会	

世界に類をみないスピードと量で高齢化社会が到来	
http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2014/
gaiyou/26pdf_indexg.html 
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人口減少社会　→　自治体の消滅	
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※参考資料①参照	



次世代育成支援対策推進法	
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ワーク・ライフバランス憲章　 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ワーク・ライフ・バランス労使宣言　	

（宣言） 
1　西東京市特定事業主行動計画

に基づき、職場におけるワークラ
イフバランス理念の普及をめざし、
労使を含めた協議の場を設定し、
計画の遂行や問題の解決に努め
ます。 

2　仕事と生活の調和のとれた働き
方ができる環境を整備します。 

3　制度の整備と周知及び利用の推
進を行います。 

4　市民全体へ、そして社会全体へ
ワークライフバランス理念の普及
をめざします。 

 
※参考資料②参照	

「西東京市ワークライフバランス推進労使宣言」　	
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男女平等はフォーマルな領域と 

インフォーマル（家庭）と密接に関係する	

¢  北欧諸国は何故男女平等先進国なのか　（少子高齢化を見据えた制度・政策）	

¢  政治はもとより、社会の様々な場面でクオーター制の導入	

¢  共働き世帯が基本　	

　→　・インフォーマル（家庭）な部分の男女の格差解消	

　　　　・ジェンダー固定観念の解消を基本とする家族政策の推進	

　　　　・「脱家族化」育児・介護の社会化。女性の負担軽減	

　　　　・男性の「脱男性化」家事・育児の遂行、育児休業取得等	

	

¢  フォーマルな領域	

　　ex）労働市場（性別分業）の実態の解消	

　　　・女性「産む性」「女らしさ」生かした「女性向職業・働き方」	

　　　・男性「リーダーシップ、決断力」「男らしさ」に基づく「専門的職業、基幹業務、職業生活優
先する働き方」	

	

【結論】	

　男女の格差縮小、女性のエンパワーメントの促進は	

家庭の中での格差の縮小が欠かせない。	
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インフォーマル（家庭）のこと・・・私の場合	

①　家事、育児、介護 	

②　家の中のこと	

③　給料の管理	

④　「主人」は誰？	

⑤　父のお墓	

⑥　娘からの招待状	

⑦　娘の一言	
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